

東小金井事業創造センター

指定管理者募集要項

[image: https://www.city.koganei.lg.jp/kurashi/465/business/soho-higasikoganei.images/DSCN6436.JPG]
[image: https://www.city.koganei.lg.jp/kurashi/465/business/soho-higasikoganei.images/DSCN6444.JPG]








[image: https://www.city.koganei.lg.jp/kurashi/465/business/soho-higasikoganei.images/higashikoganei_photo.JPG]













令和８年７月３０日
小金井市
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Ⅰ　公募の概要
１　公募の趣旨
小金井市（以下「市」という。）では、起業家育成とその市内定着支援により、高付加価値型の企業集積を促進し、地域に根差した産業振興を図ることを目的とし、平成２６年４月にＪＲ中央線東小金井駅東側の高架下に東小金井事業創造センターを開設しました。
当施設の運営については、効率的で質の高いサービスを提供するため、平成２６年８月から地方自治法第２４４条の２に基づく指定管理者制度による運営を実施していますが、指定管理期間が令和９年３月３１日に終了することとなりました。
この度、令和９年４月１日から５年間、当施設の設置目的を高いレベルで達成できる指定管理者を下記のとおり公募します。

２　施設の設置目的
　　創業予定者並びに創業後間もない法人及び個人事業主その他地域産業の活性化に寄与する事業を行う者（以下これらを「起業家等」と総称する。）を育成するための受皿を整備し、起業家等の市内定着を支援することにより、高付加価値型の企業集積を促進し、もって地域に根差した産業振興を図ることを目的として、事業創造施設（以下「施設」という。）を設置する。（東小金井事業創造センター条例（以下「センター条例」という。）第１条）

３　施設の概要
<名称・所在地>
施設の名称：東小金井事業創造センター
通　　　称：ＫＯ－ＴＯ（コート）（ＫＯはこがねい、高架下、子ども、高齢者、コミュニティ等の「こ」、ＴＯは～といっしょの「と」。また、小金井と東京、郊外と都会を―（ハイフン）で結ぶという意味もある。）
所　在　地：東京都小金井市梶野町一丁目２番３６号
　　　　　　（ＪＲ中央線東小金井駅東側３００ｍ）
延床面積：１７７．９７㎡
<施設内容>
	主な施設名
	部屋数、面積等
	主な機能・内容

	個室
	　６部屋
Ｒ０１：５．８６㎡
Ｒ０２：５．８６㎡
Ｒ０３：５．９９㎡
Ｒ０４：５．２４㎡
Ｒ０５：５．２４㎡
Ｒ０６：５．３５㎡
	　市内創業予定者、創業後５年以内の者又は農工大・多摩小金井ベンチャーポート退去後１年以内の企業の入居スペース
　

	シェア
ブース
	　６部屋
Ｂ０７：２．２１㎡
Ｂ０８：２．２７㎡
Ｂ０９：２．２７㎡
Ｂ１０：１．９０㎡
Ｂ１１：１．９６㎡
Ｂ１２：１．９６㎡
	　市内創業予定者、創業後５年以内の者又は農工大・多摩小金井ベンチャーポート退去後１年以内の企業の入居スペース
　完全な個室ではなく、パーテーションで区切られている。

	シェア
スペース
	　１部屋
７３．４０㎡
	市内創業予定者、既に事業を営む者又は個室・シェアブース利用者用の大部屋
　開館時間中は共有スペースとして利用し、開館時間外はイベントや講演会、展示会等貸切り利用が可能
　共有の席は３０席程度設置

	商談室
	　２部屋
各５．２４㎡
	　個室・シェアブース・シェアスペース利用者用の打合せスペース

	その他
	管理事務所
５．３７㎡
	


　※農工大・多摩小金井ベンチャーポート…独立行政法人中小企業基盤整備機構が国立大学法人東京農工大学工学部小金井校内に設置する東京農工大学連携型起業家育成施設

４　指定管理者の指定期間
令和９年４月１日から令和１４年３月３１日(５年間)

５　指定管理者の募集及び選定方法・選定委員会の設置
小金井市公の施設の指定管理者の指定手続等に関する条例（以下「指定管理者条例」という。）に基づき、指定管理者の募集及び選定を行います。
指定管理者の募集及び選定は、公募型プロポーザル方式とし、第１次審査（書類審査）と第２次審査（プレゼンテーション及びヒアリング審査）を行います。
審査は、指定管理者条例第１６条に定める指定管理者選定委員会（以下「選定委員会」という。）が行い、指定管理者条例第４条の規定に基づき、選定委員会の審査結果を参考に、小金井市長が指定管理者の候補者を選定します。

６　指定管理者の公募スケジュール（予定）
	⑴
	募集要項等の配布
	令和８年７月３０日（木）から
８月３１日（月）午後５時まで

	⑵
	現地説明会参加申込期間
	令和８年７月３０日（木）から
８月　７日（金）正午まで

	⑶
	現地説明会の開催
	令和８年８月１２日（水）午後１時３０分から

	⑷
	質問の受付期間
	令和８年７月３０日（木）から
８月１４日（金）正午まで

	⑸
	質問の回答公表
	令和８年８月２１日（金）

	⑹
	応募書類受付期間
	令和８年８月２１日（金）から
同月３１日（月）午後５時まで

	⑺
	第１次審査（書類審査）
	令和８年９月２４日（木）

	⑻
	第１次審査結果通知・第２次審査案内通知
	令和８年１０月上旬

	⑼
	第２次審査（プレゼンテーション及びヒアリング審査）
	令和８年１０月１６日（金）

	⑽
	指定管理者指定候補決定通知
	令和８年１０月末

	⑾
	指定管理者の指定議決
	令和８年１２月下旬

	⑿
	協定締結
	令和９年１月以降予定

	⒀
	指定管理業務の開始
	令和９年４月１日（木）



７　募集要項等の配布　　　　　
募集要項等の関係書類は、市ホームページ（https://www.city.koganei.lg.jp/）からダ
ウンロードしてください。
※この期間中、小金井市市民部経済課産業振興係（市役所第二庁舎４階）にて意匠図等の閲覧ができます。ご希望の方は直接お越しください。

８　現地説明会の開催
募集に係る説明と施設見学を目的とし、現地説明会を開催します。
⑴　日　時　　令和８年８月１２日（水）午後１時３０分から午後３時００分まで
　　⑵　場　所　　東小金井駅開設記念会館（マロンホール）　ギャラリー
　　⑶　申　込　　説明会申込書に必要事項を記入の上、令和８年８月７日（金）正午までに　　
次の申込先まで電子メールで送信してください。
　　　　　　　　　（申込時のメールに受付完了の旨を返信させていただきます。）
　　⑷　申込先　　市民部経済課（市役所第二庁舎４階）
　　　　　　　　  電子メール　s030399@koganei-shi.jp
　　⑸　参加人数　　各団体２人以内
　　⑹　その他　  現地説明会当日は、募集要項等の資料配布をいたしませんので、事前に市
ホームページからダウンロードし、持参してください。

９　質問の受付及び回答
　　　施設や募集要項等の内容に係る質問を受け付けます。
なお、質問の有無及びその内容が審査の結果に影響することはありません。
　　⑴　受付期間　令和８年７月３０日（木）から８月１４日（金）正午まで
　　⑵　質問方法　質問書様式に必要事項を記入し、電子メールに添付して、小金井市役所
市民部経済課（s030399@koganei-shi.jp）まで送信してください。
（質問時のメールに受付完了の旨を返信させていただきます。）
　　⑶　回答方法　令和８年８月２１日（金）中に、市ホームページにて公表します。
　　　　　　　　　なお、質問に対する回答は、公正を保つために全ての質問（原則として原文）及び回答を公表します。
　　　　　　　　　　
10　申請書等の提出
　　⑴　提出方法　持参又は郵送により、小金井市市民部経済課に提出してください。
⑵　提出期間　令和８年８月２１日（金）から８月３１日（月）まで
※持参の場合、土・日を除く午前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除く）。郵送の場合は３１日（月）必着

　11　選定結果の通知等
　　　選定結果は、応募者に対して文書で通知します。選定結果についての問い合わせには応じられませんので、ご了承ください。
　　　なお、選定委員会で選定された事業者等は、「指定管理者の候補者」であり、小金井市議会の議決により指定管理者となります。

　12　協定の締結
市議会の議決によって決定した指定管理者と、協定書を締結します。
なお、万が一議決が得られなかった場合でも、市は、指定管理者の候補者が負担した経費等に対する補償は一切行いません。

[bookmark: _Toc104606895]Ⅱ　指定管理者が行う業務の範囲
１　センター条例第３条に掲げる業務
２　施設及び附帯設備（以下「施設等」という。）の利用承認に関する業務
３　施設等の利用料金の収受及び減額又は免除に関する業務
４　施設等の維持管理に関する業務
５　個室等利用者の募集に係る業務（入居審査を含む。）
６　上記１から５に付随する業務
７　その他市長が必要と認める業務
　※詳細は別紙「指定管理業務仕様書」のとおり。
　　なお、センター条例に掲げた施設の設置目的を達成するため、指定管理業務仕様書以上の内容で高い効果の見込まれる指定管理者独自のアイデアがある場合は、市へ提案してください。市と指定管理者は、誠意をもって協議することとします。

[bookmark: _Toc104606896]Ⅲ　指定管理者による管理運営の条件等
１　事業内容
⑴　施設の管理運営
指定管理者は、市と締結する協定書及び指定管理業務仕様書に基づいて施設を適切に管理運営するとともに、良好なサービスを利用者に提供していただきます。
⑵　施設及び備品等の維持管理
指定管理者は、指定期間中は指定管理業務仕様書に定めるすべての施設、貸与品一覧に記載された備品等を良好な状態で維持管理していただきます。
※指定管理者が必要と判断し、独自の財源で購入した備品等は指定管理者に帰属するものとします。
ただし、指定管理者の所有備品として購入するものはあらかじめ市と協議の上、購入してください。
⑶　事業運営の特例条件
市は、指定管理者の当該管理運営業務又は当該管理運営業務に係る経理の状況に関し、定期に又は臨時に報告を求め実地について調査し、又は必要な指示を行います。
特に経理事務を行うに当たっては、自身の団体や他の事業と分離独立した会計帳簿書類や管理口座を用意する等、市から求めがあった場合に状況を明らかにできるようにしてください。

２　利用料金等
　　⑴　利用料金制度の導入
　　　　利用料金制度を導入します。従って、利用者が支払う利用料金や指定管理者が実施する事業の収入は、指定管理者自らの収入となります。
　　⑵　利用料金の額
　　　　施設及び附帯設備の利用料金の額は、センター条例及び同条例施行規則に定める範囲内において、小金井市長の承認を得て、指定管理者が定めるものとします。

３　施設の使用区分
　　　施設の使用区分は、センター条例に定める開館時間の範囲内において、小金井市長の承認を得て、指定管理者が定めるものとします。

４　関係法規の遵守
　　　指定管理者は、業務を遂行するに当たり、以下の法令及び条例等を遵守することとします。

　　⑴　地方自治法及び同法施行令
　　⑵　センター条例及び同条例施行規則
　　⑶　指定管理者条例及び同条例施行規則
　　⑷　小金井市情報公開条例及び同条例施行規則
⑸　小金井市個人情報保護条例及び同条例施行規則
　　⑹　その他、業務遂行に関する法令及び条例等

５　守秘義務
指定管理者は、業務上知り得た秘密及び市の行政事務等で一般に公開されていない事項を外部へ漏えいしたり、他の目的に使用したりすることはできません。指定管理期間が満了した場合又は指定を取り消された場合においても、同様とします。

６　安全管理
　　指定管理者は、利用者、職員の事故防止及び安全管理を徹底することとします。

７　経理に関する事項
　⑴　指定管理者の収入
　　ア　施設及び附帯設備の利用料金
　　イ　指定管理者が実施する事業の実施に伴う収入（講演会等）
　　ウ　指定管理委託料（ただし、警備委託料相当分として）
　　エ　その他、特に市長が認めたもの
　　　※指定管理者は、利用料収入及び自ら行う事業収入により全ての管理運営経費を賄ってください。次の経費については、市で負担します。
　⑵　市が負担する費用
　　ア　警備委託料
　　　　　施設の警備委託に係る費用を、指定管理委託料として市が負担します。警備委託に　　
ついては、収支計画には含めないでください。
　　　　支払は、市の会計年度毎に行います。なお、支払いの方法、時期は市と指定管理者
が締結する協定書の中に規定します。
　　イ　修繕費
１件につき５万円以上の費用がかかる建築物・建築設備の修繕については、原則市が負担します。
また、指定管理者が同年度中に１件５万円未満の複数件の修繕を実施し、当該年度中の修繕費用の累計金額が５万円以上となった場合、それ以降に実施する修繕の費用については、原則市が負担します。
貸与品一覧に掲載されている備品等が経年劣化により修繕が不可能となった場合の更新に要する経費については、原則市が負担します。
また、耐用年数を超えた備品等については、同年度中に同備品等の修繕を複数回実施する場合、２回目以降の修繕の費用は原則市が負担します。
（経年劣化の基準は、耐用年数をもとに判断します。耐用年数、同備品等の基準は、別紙貸与品一覧を参照してください。）
　　　ウ　コピー機リース料及び紙代
　　　　　コピー機及び紙は市で用意し、コピー代金収入は市の収入となります。
※指定管理者及び個室・ブース利用者には、コピーカードを貸与しています。コピーカードの記録枚数に基づき、毎月市がコピー料金を請求します。
※電気代については、指定管理者で負担してください。
エ　火災保険料（社団法人全国市有物件災害共済会の建物総合損害共済）
　※その他保険については、管理運営上の瑕疵に原因があって事故が発生した場合に備えて、指定管理者でリスクに応じた保険（施設賠償責任保険等）に加入してください。施設賠償責任保険に加入する場合、市を追加被保険者として補償できる保険加入を検討してください。
　　 オ　フロン法定点検委託料
　　　　 平成２７年度に施行された「フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律」に基づき、３年に一度以上実施するエアーコンディショナーの点検費用は市が負担します。（簡易点検は指定管理者が実施してください。）

８　常駐管理人及び起業家育成に従事する職員の配置
　　　 施設の常駐管理人と、施設の目的達成に向けた起業家育成・支援を実現するために必要なノウハウを持った職員（インキュベーションマネージャー等）を配置してください
　　（兼務可）。

９　指定管理者切替えに係る措置
　　指定期間の始期から円滑に指定管理業務ができるよう、前期指定管理者との間で一定期間事業の引き継ぎを行ってください。各種公共料金等の契約等にも注意してください。
指定管理者は、移管される前に前期指定管理者が承認をした申込等については、移管後すべて引き継ぐものとします。次期指定管理者の指定管理期間中の利用に係る利用料金収入のうち、前期指定管理者が収納したものは、明細を付して次期指定管理者に引き継ぐものとします。

10　指定期間満了の措置
指定管理者は、指定期間満了に当たり原則として施設を原状に復していただきます。市は、施設・備品等を点検し適切に管理が行われていたかどうか確認を行い、万一適切に管理されていないと判断される場合は、応分の負担を指定管理者に求める場合があります。指定管理者には造作等の買取り請求権はありません。
　　また、次期指定管理者に対し、管理運営上必要な引継ぎを行ってください。施設利用者に対しても、必要な周知等を行ってください。
11　リスク分担
　　　 市と指定管理者のリスク分担（費用分担）は、次のとおりとします。
	項　目
	内　　　　容
	負担者区分

	法令等の変更
	本件事業(指定管理者が行う自主事業を除く。)に影響を及ぼす法制度の新設・変更
	協議事項

	税制度の変更
	法人税・法人市民税率の変更
	指定管理者

	
	管理運営に影響する税制度の新設・変更
	協議事項

	需要変動
	当初の見込みと異なる場合
	指定管理者

	物価変動
	物価変動に伴う経費の増
※著しい物価変動が生じ、収支計画に多大な影響を与えるものについては、別途協議
	指定管理者

	金利変動
	金利変動に伴う経費の増
	指定管理者

	運営費の膨張
	市以外の要因
	指定管理者

	利用料未納
	利用者の利用料未納の場合
	指定管理者

	周辺地域・住民及び
施設利用者への対応
	指定管理者の管理業務に対する意見、要望、苦情等への対応
	指定管理者

	
	上記以外の地域住民・利用者からの意見、要望、苦情等に関するもの
	市

	不可抗力＊
	不可抗力による業務の変更、中止、延期、事件事故
	協議事項

	建築物・建築設備の修繕
	建築物・建築設備の瑕疵によるもの
	市

	
	故意、過失等の指定管理者の責によるもの
	指定管理者

	
	１件５万円未満（税込）のもの
※ただし、同年度中に複数件の修繕を実施し、当該年度中の負担した修繕費用の累計金額が５万円以上となった場合、それ以降に実施する修繕の費用については、市が負担する。
	指定管理者

	
	１件５万円以上（税込）のもの
	市

	備品等の修繕及び更新
	故意、過失等の指定管理者の責によるもの
	指定管理者

	
	修繕に関すること
※ただし、別紙「貸与品一覧」に定める耐用年数を超えた備品等については、同年度中に同備品等の修繕を複数回実施する場合、２回目以降の修繕の費用は、市が負担する。
	指定管理者

	
	経年劣化により修繕が不可能となった場合の更新によるもの
	市

	
	施設の管理を行う上で、法令及び天災地変等のため必要となった備品等の購入
	市

	
	施設の付加価値を高めるために導入する備品等の購入
	指定管理者
（市に承認を得ること）

	第三者への損害賠償

	市の瑕疵責任と認められるもの
	市

	
	指定管理者の瑕疵責任と認められるもの
	指定管理者

	
	指定管理者と市両方に損害賠償義務が生じる場合で、損害賠償金を支払った場合
	責任割合に応じて求償を行う。

	事業終了時の費用
	指定期間の満了、または新たな指定管理者の指定、指定管理者の取消しによる原状回復
	指定管理者


その他、上記の項目以外の不測の事態が生じた場合は協議する。
＊不可抗力：暴風、豪雨、洪水、大雪、地震、地すべり、落盤、火災、内乱、テロ、侵略、暴動等

Ⅳ　応募の条件等
１　応募資格
応募者は、法人その他の団体とします。（※個人での応募はできません。）

２　応募者の制限
次に該当する団体は、応募者となることができません。
⑴　地方自治法施行令(昭和22年年政令第16号）第167条の4の規定に該当する者
⑵　指定管理者条例第３条第２項に掲げる者
⑶　本業務を円滑に遂行できる安定的かつ健全な財務能力を有しない者
⑷　直近２年間の法人税、消費税及び地方消費税及びその他諸税を滞納している者
⑸　国、都道府県又は市区町村から指名停止処分を受けている者
⑹　会社更生法及び民事再生法の適用を申請している者
⑺　団体又はその代表者、雇用者が「暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）」第２条第２号及び第６号に規定する暴力団、暴力団員であることのほか、指定管理者としてふさわしくない者 

３　応募書類
応募する際には、別に配布する指定管理業務仕様書を参考にし、次の書類を提出してください。
⑴　指定管理者指定申請書（指定管理者条例様式第１号）
⑵　指定管理者の指定申請に関する誓約書（様式１）
⑶　登記事項証明書　（応募申込日前３か月以内に発行されたもの）
⑷　納税証明書等（指定管理指定申請書を提出する日の属する年度の直近２年分の納税（法人税、消費税、地方消費税、市・都民税等）を証する書面）
⑸　申請者の概要がわかる書類
①　経歴及び実績
②　代表者の履歴書、役員構成及び従業員数
③　事業概要（会社案内パンフレット含む。）
④　指定管理者業務の実績等（受託業務の実績、業務における企画実績の経験）
⑹　定款、寄附行為、規約又はこれらに相当するもの
⑺　重大な事故又は不祥事に関する報告書（様式２）
⑻　申請団体の令和８年度の事業計画書及び令和７年度の事業報告書
⑼　決算報告書（直近３事業年度分。決算後６か月以上経過している場合はその後の試算表も必要となります。また、直近３年間の自己資本比率を明記した書類（様式３）も添付してください。）
⑽　指定管理者事業計画書（提案書）（様式４）
　　　　東小金井事業創造センターを運営する上での基本的な考え方とその方法を６の「提
案内容」より示してください。
　
４　提出書類の調製及び提出方法等
　⑴　提出部数等
　　　１２部（【正本】１部、【副本】１部、【選考用ファイル】無記名（複写可）１０部）
　⑵　提出方法
　　　提出書類は、紙ベース及び電子データ（正本データを証明書はＰＤＦ形式、市指定様　
　　式及び任意形式のものはＷｏｒｄ又はＥｘｃｅｌ形式等にしてＣＤ－ＲＯＭ等に格納したもの）を直接窓口へ持参又は郵送により提出してください。
　⑶　提出期限
　　　令和８年８月３１日（月）午後５時まで（必着）
· 提出期限までに提出がない場合は、本プロポーザルへの参加意思がないものとみな
します。
　⑷　調製方法
　　　ア　正本、副本、選考用ファイルとして調製する書類の種類については、上記３に該当するものとします。
　　　イ　正本は、任意の表紙・背表紙を作成し、タイトル、事業者名を記入してください。また、正本に添付する書類は原本としてください。
　　　ウ　副本は、任意の表紙・背表紙を作成し、タイトル、事業者名を記入してください。また、副本に添付する書類は、正本の写しとしてください。
　　　エ　選考用ファイルは、任意の表紙・背表紙を作成し、タイトルのみ記入してください。また、添付する書類は、正本の写しとしますが、第１次審査で使用するため、申請団体名及び申請団体が特定できる記述やロゴマーク等を消すか、必要に応じて黒塗り処理をしてください。
　　　オ　用紙サイズはパンフレット等を除き、原則Ａ４判としてください。やむを得ない場合は、Ａ３判をＡ４判の大きさに折ったものでも可能とします。
　　　カ　可能な限り両面印刷とし、各ページの下部中央に通し番号を付けてください。
　　　キ　提出書類は、提出書類一覧表（別紙）を表紙とし、順番にフラットファイル等に綴
り、インデックス等を付し、書類の種類が判別できるようにしてください。
⑸　提出先
　　　「Ⅸ　問合せ先」のとおり

５　応募に関する留意事項
⑴　募集要項の承諾
応募者は、応募書類の提出をもって、本募集要項の記載内容を承諾したものとみなします。
⑵　応募者の失格
　　　　応募者が次の各号のいずれかに該当した場合は、失格とします。
　　　①　募集要項に定める手続を遵守しない場合
　　　②　応募書類に虚偽の記載をした場合
③　その他、審査の公平性に影響を与える行為があった場合
　　⑶　重複提案の禁止
　　　　提案は、１団体につき１案とし、複数の提案はできません。
　　⑷　応募書類内容変更の禁止
　　　　提出された書類の内容を変更することはできません。ただし、市が認めた場合は、この限りではありません。
　　⑸　応募の辞退
　　　　応募書類を提出した後に辞退する場合は、辞退届（任意様式）を速やかに小金井市長宛に提出してください。
　　⑹　費用負担
　　　　応募に関して必要となる費用は、すべて応募者の負担とします。
　　⑺　著作権の帰属等
　　　　事業計画書等の著作権は、申請者に帰属します。ただし、市は、指定管理者の決定の公表等必要な場合には、事業計画書等の内容を承諾なく無償で利用できるものとします。
　　⑻　その他
　　　①　市が提供した資料は、本件目的のためにのみ使用し、他に使用することは認めません。指定管理候補者以外は、第２次審査選定終了後速やかに破棄してください。
　　　②　市は、Iの10⑵に定める受付期間を経過した後の応募書類の提出は受け付けません。
③　市は、必要と認めた場合、追加資料の提出を求めることがあります。その場合、応募者は、速やかに提出してください。
　　　④　応募書類は、原則として、返却しません。
　　　⑤　提出された応募書類は、小金井市情報公開条例に基づき、公表されることがあります。また、選定委員会の会議録は、非公開該当部分を除き、公開されます。

６　提案内容
以下の内容を事業計画書（提案書）の中に示してください。（様式はＡ４縦）
⑴　基本方針等
　　　　東小金井事業創造センターの指定管理者としてどのように運営していくか、施設の設置目的を踏まえて考え方を記載してください。

⑵　事業等の実施計画
　①　利用促進への取組
個室、シェアブース及びシェアスペースの利用促進策について、考えや具体策を記載してください。
　　　②　個室等（個室・シェアブース）利用申請者の利用承認に係る審査について
　　　　　個室等入居希望者の審査・選定方法・透明性について、考えや具体策を記載してください。
　　　③　利用者育成・支援の取組
　　　　　創業予定者又は創業後間もない利用者の育成・支援策について、考えや具体策を記載してください。
④　退去企業の市内定着に向けた取組
　　　　　企業の市内定着支援について、考えや具体策を記載してください。
　　　⑤　自主事業について事業等の企画内容及びその効果　　
シェアスペース等を活用した自主事業について、事業の内容や期待される効果、年間計画等を記載してください。
　　　⑥　地域・関係機関等との連携に向けた取組
　　　　　地域との関係、税理士・中小企業診断士等専門家団体、市内金融機関、市内企業、公的支援機関等関係機関との連携について、考えや具体策を記載してください。
⑦　施設の情報収集及び発信について
　　　　　東小金井事業創造センターにおける情報収集及び広報に対する取組を記載してください。
　　　⑧　人員体制について
職員の雇用関係、勤務体制（勤務時間・休日設定など）職務内容等について、労働条件等に係る関係法令の遵守に対する考え方も踏まえて記載してください。特に、起業家育成・支援を実施するために必要なノウハウを持った職員（インキュベーションマネージャー等）については、具体的な想定人物の特徴等を記載してください。
　　⑶　施設の維持・管理
　　　①　施設・備品等の維持管理方法、利用者の快適性を高めるための取組
施設、設備、備品の保守管理及び修繕と利用者の快適性を高める取組について、基本的な考え方や取組を記載してください。
　　　②　施設の安全性確保の取組
　　　  事故防止・安全指導や災害・事故・突発的な傷病者が出た場合の緊急対応について、基本的な考え方や取組を記載してください。
　  ③　ごみ減量と地球温暖化の取組について
　 　     小金井市では、燃やすごみを焼却処理してきた二枚橋焼却場が、老朽化のため全焼却炉を停止した平成１９年３月末以降、多摩地域の多くの自治体及び一部事務組合の広域支援により処理していただいています。（詳細は小金井市公式ＨＰ参照）管理運営におけるごみ減量についての考えや具体的な取組について記載してください。
　　      また、「第５期小金井市地球温暖化対策実行計画（市役所版）」では、温室効果ガスを令和８年度から令和１２年度までの５年間で、令和元年度実績値から５０％の削減を目標にしています（詳細は小金井市公式ＨＰ　くらし→環境・公害→環境計画）。管理運営業務に当たってのＣＯ２削減の考え方を記載してください。

　　⑷　その他　
①　個人情報の保護及び情報公開について
　　　　　管理運営業務を通じて取得した業務管理情報及び個人情報の保護の取り扱い及び情報公開についての方針及び具体的方法を示してください。
　　②　要望・苦情対応について
アンケートなどによる満足度調査、利用者の評価、要望等の把握及びその対応策の取組について提案してください。
③　業務の改善について
管理運営業務全般について、自己検証・評価・改善の方針及び具体的方法を示してください。

　　⑸　収支計画
①　利用料金に関する考え方
　　　　　センター条例の利用料金を上限に利用料金を設定していただくことになりますが、利用料金設定の基本的な考えを記載してください。
　　　②　収支計画
　　指定管理期間中の年度毎の収支を記載してください。
③　収入について
指定管理期間中の年度毎に、収入の内訳及びその明細を記載してください。
　　　④　支出について
指定管理期間中の年度毎に、支出（人件費・運営費・維持管理費・自主事業費）の内訳及びその明細を記載してください。
⑤　効率的な運営の方策について
収入増に関する考え方や経費削減の工夫について考え方を記載してください。

Ⅴ　選定に関する事項
１　選定方法
指定管理者の選定に当たっては、選定委員会に諮問し、次のとおり審査をします。
⑴　第１次審査
審査方法：書類選考
審査時期：令和８年９月２４日（木）
結果通知：令和８年１０月上旬郵送
⑵　第２次審査
審査方法：プレゼンテーション及びヒアリング
※詳細は、第１次審査結果通知時に記載
審査時期：令和８年１０月１６日（金）
結果通知：令和８年１０月末郵送

２　評価項目
⑴　事業者の現状と実績
①　経営が安定しており、管理運営を継続的・安定的に行う能力を有すること。
②　施設及び類似施設の管理運営に実績があり、評価を得ていること。
③　類似事業での企画・実施の経験が豊富であること。
⑵　適正な管理運営の確保
④　施設の設置目的に合った理念・運営方針を持っていること。
⑤　施設の利用に関し公平性を維持する考え方と方策を持っていること。
⑥　個人情報の保護及び情報公開について十分な配慮があり、必要な措置を講じていること。
⑶　事業実施の方法	
⑦　利用促進を図る具体的な計画があること。
⑧　起業家育成・支援を実施する具体的かつ実現性の高い計画があること。
⑨　起業家の市内定着を支援する具体的かつ実現性の高い計画があること。
⑩　自主事業等の取組が優れていること。
⑪	地域・関係機関との連携や情報収集・発信に対する取組が優れていること。
⑫　利用者要望の把握及びその対応策を講じていること。
⑬　管理運営業務全般について、自らチェック・評価・改善する仕組みを有すること。
⑷　安定的な施設運営の継続的提供
⑭　施設の管理運営を行うに当たって、適切な職員配置がされ、勤務条件等関係法令が遵守されていること。
⑮　施設管理手法及び維持管理体制が明確になっており、安全で安定的で快適な施設
管理ができること。
⑯　事故の防止策がなされており、且つ災害、事故、突発的な傷病者が発生した場合等の緊急時の対策が十分であること。
⑰　ごみ減量、地球温暖化対策等、環境に配慮した取組を行っていること。
⑸　効率的な運営
⑱　収支の見込みと事業計画が適正かつ実現可能であること。
⑲　自主事業の開催等による収支状況の改善に向けた計画があること。
⑳　経費縮減のための工夫がなされるなど効率的な運営の仕組みを有すること。
　
　３　指定管理者候補者の選定
　　応募者多数の場合、選定委員会による第１次審査の結果、第２次審査の対象となる団体は３団体以内とします。第２次審査の点数により、指定管理者候補団体及び次点となる団体を選定し、その結果を市長に答申します。

Ⅵ　協定に関する事項
　１　基本的な考え方
指定管理者候補者との協議を踏まえ、市議会の議決後に指定管理者候補者を指定管理者に指定するとともに、本協定を締結します。

２　協定予定内容
⑴　事業計画に関する事項
⑵　管理の基準に関する事項
⑶　利用料金に関する事項
⑷　経費に関する事項
⑸　管理上生じた損害の賠償責任に関する事項
　  ⑹　管理に当たって保有する個人情報の保護及び情報の公開に関する事項
⑺　事業報告書の作成及び提出に関する事項
　⑻　緊急時等における対応方法に関する事項
⑼　指定の取消し及び業務の停止命令に関する事項
⑽　再委託の禁止等に関する事項
⑾　関係法令等の遵守に関する事項
⑿　改修工事・修繕に関する事項
⒀　その他、公の施設の管理を適正に行わせるために市が必要と認める事項


３　協定の締結に際し必要な事項
　　　協定の締結に際し必要な事項は、市と指定管理者が協議の上、定めることとします。
　
４　協定が締結できない場合の措置
　　　指定管理者が、次に掲げる事項に該当する場合は、その指定を取り消し、協定を締結しないことがあります。その場合、選定委員会にて次点となった団体と指定に向けた協議を行います。
　　⑴　Ⅳ　応募の条件等の１、２を満たさないこととなったとき。
⑵　正当な理由なくして協定の締結に応じないとき。
⑶　財務状況の悪化等により、指定管理業務の履行が確実でないと認められるとき。
⑷　著しく社会的信用を損なう事件や事情が発生するなど、指定管理者としてふさわしくないと認められるとき。

Ⅶ　事業計画及び実績評価に関する事項
１　事業計画書の作成と市への提出
　　　  事業計画、人員配置計画、収支計画等を内容とする事業年度の事業計画書を、前年度の
２月末までに提出し、市の承認を得てください。
　２　事業報告書の作成と市への提出
　　  事業報告書（月次、年間）を作成し、市に提出してください。
　３　報告の徴収及び指示
市は、東小金井事業創造センターの管理の適正を期するため、指定管理者に対し、管理
業務又は経理の状況に関し、定期若しくは臨時に報告を求め、利用者満足度調査や労働環境等調査並びに必要な指示を行うことがあります。
　４　指定の取消し
　　　必要があると認められる場合は、指定管理者が必要な改善措置を講じるよう通知や是正勧告を行い、それでも改善が見られない場合は、指定を取り消すことがあります。

Ⅷ　その他
１　事業の継続が困難となった場合の措置
⑴　指定管理者の責めに帰すべき理由による場合
指定管理者の責めに帰すべき理由により、業務の継続が困難になった場合は、市は、指定の取消しをすることができるものとします。その場合において、市に生じた損害は、指定管理者が賠償するものとします。
なお、指定管理者は次期指定管理者が円滑かつ支障なく東小金井事業創造センターの業務を遂行できるよう、引継ぎを行うものとします。利用者に対しても、必要な周知を行ってください。
⑵　当事者の責めに帰すことができない理由による場合
不可抗力、市及び指定管理者双方の責めに帰すことのできない理由により業務の継続が困難になった場合は、事業継続の可否について協議するものとします。　
なお、指定管理者は次期指定管理者が円滑かつ支障なく東小金井事業創造センターの業務を遂行できるよう、引継ぎを行うものとします。利用者に対しても、必要な周知を行ってください。

２　協定の解釈に疑義が生じた場合又は協定書に定めのない事項が生じた場合の措置　
[bookmark: _Toc104606903]市と指定管理者は、誠意をもって協議することとします。

Ⅸ　問合せ先
　　〒１８４－８５０４
　　小金井市本町六丁目６番３号
　　小金井市市民部経済課産業振興係
　　電話番号　０４２－３８７－９８３１
　　Ｅメール　s030399@koganei-shi.jp

Ⅹ　添付書類
１　指定管理業務仕様書及び個人情報取扱特記事項（別紙１）
２　施設平面図
３　貸与品一覧及び配置図
４　実績資料
５　提出書類一覧表（別紙）
６　指定管理者指定申請書（指定管理者条例様式第１号）
７　指定管理者の指定申請に関する誓約書（様式１）
８　重大な事故又は不祥事に関する報告書（様式２）
９　自己資本比率計算書（様式３）
10　指定管理者事業計画書（提案書）（様式４）
11　東小金井事業創造センター条例
12　東小金井事業創造センター条例施行規則
16
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